
補助金による系統用蓄電池の導入支援

・系統用蓄電池の導入支援事業を2021年から実施し、31件の系統用蓄電池を支援

・2020年から2023年にかけて既に31件、合計約326億円の補助金が企業に交付されている

・2024年からは、GX経済移行債を活用し、総額400億円の事業を実施予定

〈日本企業の系統用蓄電池事業への参入計画〉

〈日本政府から企業への補助金交付決定額〉合計約326億円



日本での蓄電池の導入加速に向けた取組み

政府は蓄電池の導入拡大に向け、ビジネスモデルの確立、円滑に系統接続できる環境整備、収

益機会の拡大等を進めている。

系統用蓄電池の市場規模推移予測

国内における2030年の系統用蓄電池の導入見通しは、約380,000MWhと見込まれる。



今、なぜVPPが必要とされているのか？

VPP (Virtual Power Plant)
→小規模なエネルギーリソースを、ネットワークで結んで集約し、仮想的な発電所に見立て、系

統運用者、電力市場、電力会社等に集約した電力（調整力・供給力等）を供給・販売するビジネ

スモデル。

①再生可能エネルギーの導入拡大に伴う電力供給の不安定性

②東日本大震災に伴う電力需給のひっ迫を契機に、電力の需給バランスを意識したエネルギー

の管理を行うことの重要性の高まり

→①②により日本でVPP事業のニーズが高まった。

VPPは電力不足時の供給を支える仕組みとして期待されている。

蓄電池でVPPに参加

VPPとしての主な活用先として、卸電力市場、
需給調整市場、容量市場がある。

*各市場の詳細は次ページで記述する。



日本での系統用蓄電池のビジネスモデル

1. 卸電力市場 (JEPXスポット市場)

→既に発電された電気を売買する市場

　　　

　

市場から0.01円で電気を仕入れ
価格が高騰している時に放電

→調達時の卸電力価格より高額で売電することで収益を確保する

しかし、実際に発電して売らないと利益が出ない。

発電所建設にも多額の費用が掛かるため、儲けの予想が立てづらい

JPEX (日本卸電力取引所)

日本で唯一の電力卸取引ができる市場を運営している。

2003年より設立され、1日24時間を30分に分けた1コマごとに電気が売買されている。

JPEX (日本卸電力取引所)公式サイト英語版
→ https://www.jepx.jp/en/

https://www.jepx.jp/en/


2. 容量市場

→四年後の電力供給を売買する市場

→発電事業者は4年後に受け取れる収入を確定できる。

〈メインオークション〉

応札容量(kW)に応じて容量確保金額を獲得

約定価格は4年前のオークションで決定

最大年12回の発令に応動する必要がある

〈脱炭素電源オークション〉

脱炭素電源の建設を促すための新たな市場取引

固定費水準の容量収入が20年間毎月にわたって
事業者に還元される

蓄電池の最低応札容量は1万kW

→ 2024年1月の初回オークションで、脱炭素電源の募集量400万kWのうち、
　 系統用蓄電池は計109万kWが落札された。



3. 需給調整市場

→緊急時に必要となる予備用の電気を売買する市場

落札価格の高騰　←今のうちに日本市場に参入することで多額の利益が期待できる

募集量に対して応札量が少なく、落札価格が高騰。

特に東電エリアでは1カ月の落札総額が「2023年度1年分の落札総額」に匹敵

現在、需給調整市場の商品のうち、一次、二次①、二次②、三次①は、一週間分の調整

力を前週の火曜日にまとめて取引する「週間商品」であり、調整力提供者は一週間先の

応札可能量を予測・計画して入札する必要がある

一次～三次①の週間商品は、2026年度から前日取引に変更することが予定されてい
る。



この入札ブロック時間については、2025年度より三次②を30分に変更し、2026年度から他の4商
品（一次～三次①）を30分に変更することが予定されている。この変更により、変動性再エネは
30分ごとの出力予測値に応じた効率的な入札ができるようになると考えられる。

【商品・リソース別平均約定価格（円/kWh】

【2024年4月1日から5月半ばまでの、各商品の募集量と応札量】



日本での蓄電池事業の収益想定

事業期間：20年 (2026年から2045年)　蓄電容量 8000kWh　出力 2000kWと想定

土地代 20,000,000円
設置費用 40,000,000円
接続料 10,000,000円
蓄電池 460,000,000円
販売業者利益(30%) 159,000,000円　

総費用概算 689,000,000円

【各市場の収入と収支予想】（1.5倍）

2026年から2035年の予測

*①、②、③の事業者小計は、各市場の収入から20％のアグリゲーター費用を引いた金額

2036年から2045年の予測

20年平均の市場収益、運用販管費を引いた利益（1.5倍）



表面、実質利回り、IRR

3市場連動のメリットシミュレーション

卸電力市場（JPEX）、需給調整市場、容量市場の3市場への応札を組み合わせることで、経済
性の高い運用を目指す。

需給調整市場における取引商品は、以下の通り。

2028/3/31まで：三次調整力②
2028/4/1から ：一次調整力、三次調整力②

①卸電力市場の試算条件

卸電力市場裁定取引によるメリットは、 5,990,043円 /年と試算される。



②容量市場の試算

容量市場取引によるメリットは、15,083,654円 /年と試算される。

契約容量に基づく年間最大12回(最大3時間)
の発動指令に対する応答が要件となる。

③需給調整市場の試算（2028/3/31まで）

2028/3/31までの期間における需給調整市場取引によるメリットは、168,107,904円 /年と
試算される。

2028/4/1からの期間における需給調整市場取引によるメリットは、81,994,630円 /年と試
算される。



・日本で蓄電池事業を展開した場合、政府の支援や3つの市場を駆使することで多額の利
益を上げることができる。

・表面、実質利回りが12％、6％。そしてIRRが13％と優良な投資案件であり、日本や海外
の投資家を惹きつける事業になると考える。

・実際、投資家が蓄電池事業に投資する場合、電力の需給調整などを担うアグリゲーター

の重要性が上がる。

・蓄電池を設置した後、各地域、各市場、各商品によってAI最適化モデルを活用、価格予
測や入札戦略を策定し、利益の最大化を図って行く。



HD Renewable Energy (HDRE）

→蓄電池の落札量1.09GWに対し、4.6GWの応札の狭き門に、HDREは73MWの落札獲
得し、台湾企業として日本の容量市場に初進出

→ 20年間の固定費水準の容量収入を獲得

→ 3年間で日本に1.5GWの蓄電池を設置し、投資金額は約500億台湾ドル(2400億円)

→ アグリゲーターとしての地位を活用して需給ギャップを解消し、VPPを形成することを目
指す。

→ さらに、TITANというソフトウェアおよびハードウェア統合サービスを活用して、卸販売お
よび小売電力事業を確立する予定。

株式会社城洋商事（本社／兵庫県姫路市）

JYSグループは2023年度の長期脱炭素電源オークションに応札し、落札されたことにより

事業化が開始。

◆落札内容の概要

事業者 ：株式会社城洋商事

電源種 ：系統用蓄電池　　　

所在地 ：北海道夕張郡長沼町

落札容量：37,515kW

しろくま電力は土地取得、設計・施工。管理・運用、メンテナンス業務を受託


